消化槽設備

　§１　鋼板製消化槽

１．使用目的

　下水汚泥を嫌気性消化するためのものである。
２．仕　様

	項　　目
	仕　　様
	備　　考

	(1) 型　　　式
	鋼板製
	

	(2) 寸法
	φ[　]m×H[　]m
	参考

	(3) 有効容量
	[　]m3
	

	(4) 台数
	[　]基
	


３．構造概要

　汚泥を消化させるためのもので、円筒立形タンクとし、タンク本体、撹拌機取付座、各種取付座、歩廊、階段等よりなる。
４．製作条件

（１）消化に必要な滞留時間を確保できるよう槽容量を十分に考慮して製作すること。
（２）槽内圧が異常上昇および異常降下した場合に槽本体を保護するための安全装置を設ける。その仕様は標準仕様書　第11章　第1節　§2　センタードーム安全装置　に準拠する。
５．各部の構造

（１）槽本体は鋼板を用いた溶接構造（全溶接円筒形貯槽）とすること。

（２）タンクの構造はJIS B8501 鋼製石油貯槽の構造（全溶接製）に準拠すること。
（３）設計用水平震度においてスロッシングにより転倒の恐れがないことを確認すること。
（４）天板に点検口、側板にマンホールを設けること。

（５）頂部に撹拌機用の取付座を設けること。

（６）槽の保温は、槽内汚泥の温度変化を極力抑えるよう、外気や投入汚泥等の温度条件、槽形状、放熱等を考慮して、仕様（保温材質、厚さ、仕上げ等）を決定すること。主要な保温材はポリスチレンフォームを標準とする。
（７）槽の塗装は、「下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び耐食技術マニュアル（平成29年12月）」に従い、腐食環境並びに耐用年数に見合う防食塗装をおこなうこと。
（８）危険場所に設置する電動機及び計装品は、設置場所の雰囲気に応じた適切な防爆構造とすること。
（９）汚泥投入・引抜に必要な各種自動弁（偏心構造弁を標準とする）を付属すること。
６．使用材料
（１）本体（底板、側板、屋根板）


SS400相当
７．付属品

（１）温度計　




1式
（２）消化ガス圧力計（圧力伝送器）


1式
（３）消化槽液位計（圧力伝送器）


1式
（４）サイトグラス




1式

（５）消泡ノズル・発泡検知器



1式
（６）安全装置




1式
（７）各種自動弁




1式
（８）粉末消火器




1式
（９）堆積物センサ




1式 （任意）
８．試験・検査

（１）JIS B8501に準拠し、各部位溶接部の非破壊検査及び気密・水張試験をおこなうこと。
（２）槽内の塗装は、「下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び耐食技術マニュアル（平成29年12月）」に従い、検査を受けること。
９．据付
本機の設置に当たっては，寸法・設置場所等により，建築基準法に基づく手続き及び避雷設備の設置，景観法における届出，その他関連法規に基づく所轄官庁への届出等が必要な場合があることに留意する。また、ガス事業法に基づく設備設置（変更）報告が必要となる。
１０．その他
一般事項については機械設備工事一般仕様書による。
１１．特記事項
　§２　鋼板製消化槽撹拌機

１．使用目的

　消化槽内部の汚泥を循環混合させ、汚泥の消化を促進させるためのものである。
２．仕　様

	項　　目
	仕　　様
	備　　考

	(1) 型　　　式
	インペラ式
	

	(2) 撹拌容量
	[　]m3
	

	(3) インペラ段数
	メーカー標準
	

	(4) インペラ枚数
	メーカー標準
	

	(5) インペラ径
	メーカー標準
	

	(6) 電動機出力
	[　]kW
	

	(7) 電源
	 [　]V×[　]Hz×[　]φ
	

	(8) 電動機出力
	[　]kW
	

	(9) 起動方式
	　　　　　回転数可変（VVVF）
	

	(10)数量
	[　]基
	


３．構造概要

　消化槽の頂部に設置したインペラ式撹拌機で、インペラを正転又は逆転させることにより、消化槽内部の汚泥を循環混合させるものである。
４．製作条件

　槽内部に設置する部分は、耐食性を考慮すること。
５．各部の構造

（１）撹拌機は、正転及び逆転運転が可能なものとし、また、上段のインペラにより汚泥液面を乱し、スカム層の形成を防止する能力を有すること。

（２）槽内の汚泥を効率よく撹拌するため、槽内中間部における周方向の撹拌及び汚泥・砂の堆積を防止する槽内下部での下方向への撹拌を考慮した構造とする。
（３）消化槽の汚泥液位変動に対し、支障なく運転可能であること。

（４）消化ガスが外部に漏洩しない軸封構造とすること。

（５）槽内に設置するインペラ・主軸等は、金属製で耐食耐久性に優れたものとし、インペラは夾雑物が絡みにくい形状、軸受は、長期間安定して運転できる構造とすること。

（６）インペラは、汚泥撹拌による振動の少ない軸方向にバランスのとれた構造とすること。

（７）危険場所に設置する電動機及び計装品は、設置場所の雰囲気に応じた適切な防爆構造とすること。
（８）下部軸受の不要な構造とすること。

（９）駆動部は槽頂部の取付座に設置すること。

６．使用材料
（１）インペラ

SUS316相当
（２）軸


槽外駆動軸　SUS329相当





槽内撹拌軸　CS＋SUS316Lライニング相当
（３）軸封部


SUS316相当
７．保護装置

　軸封部の軸封レベル検出装置には、軸封レベル計を設置し、レベル低にて警報を発するものとする。

８．運転条件

（１）保護継電器不動作


　　　　消化槽液位正常（LWL以上）

　　　　その他必要条件

９．電気設備工事との区分

　　　機器の据付までを本工事とし、電気設備工事との取合いは機器の端子渡しとし、それ以降の配線接続は電気設備工事とする。

１０．付属品

（１）軸封レベル計（接点付）



1式

（２）取付ボルト・ナット



1式

（３）特殊工具（必要な場合）



1式

（４）その他必要なもの



1式

１１．特記事項
一般事項については機械設備工事一般仕様書によるものとする。
１２．特記事項
　§３　ヒートポンプ

１．使用目的

　未利用熱を回収して、消化槽を加温するための温水を供給するものである。

２．仕　様

	項　　目
	仕　　様
	備　　考

	(1) 型　　　式
	高効率スクリューチラー
	

	(2) 加温能力
	[　] kW 
	

	(3) 温水
	入口温度：[　] ℃

出口温度：[　] ℃
	

	(4) 冷水
	入口温度：[　] ℃

出口温度：[　] ℃
	

	(5) 電気入力
	 [　]kW
	参考

	(6) 最大出力
	 [　]kW
	参考

	(7) 台数
	[　]基
	


３．構造概要

　スクリュー圧縮機、蒸発器、膨張弁、凝縮器、動力制御盤等により構成され、ユニット化されたものであり、冷水側から汚泥と間接熱交換する温水へ熱移動を行い、消化槽内の汚泥加温に必要とする熱量を確保するために設けるものとする。
４．製作条件

　高圧ガス保安法冷凍保安規則及び電気設備技術基準に準拠したものとする。

５．各部の構造

（１）蒸発器、凝縮器はブレージングプレート熱交換器とする。

（２）圧縮機はツインスクリュー式とし、起動方式はインバータとすること。

（３）冷媒はHFC134aまたはHFC245faとする。

６．使用材料
　メーカー標準とする。

７．標準付属品

（１）インバータ駆動スクリュー圧縮機



1台

（２）インバータ





1台

（３）ノイズフィルター




1式

（４）蒸発器






1式

（５）凝縮器






1式

（６）膨張弁






1個

（７）防振スプリング架台




1式

（８）基礎ボルト・ナット




1式

（９）温水・冷水用安全弁




1式
（１０）動力制御盤





1式
８．その他付属品

（１）初期充填用冷媒





必要量

（２）初期冷凍機油





必要量

９．特記事項

バイオガス精製設備

　§１　消化ガス精製装置
１．使用目的

　消化ガス中の硫化水素、シロキサン等の不純物を除去し、かつ、メタン濃度を高めるためのものである。
２．仕　様

	項　　目
	仕　　様
	備　　考

	(1) 型　　　式
	高圧水吸収法
	

	(2) 消化ガス性状
	CH4：約55%
CO2：約40%

その他：約5%

H2S：1,000 ppm以下
	

	(3) 処理ガス性状
	CH4：97％以上
O2：4％以下
H2S：0.1 ppm以下

露点：－51℃以下

ｼﾛｷｻﾝ：1.0 mg/Nm3以下
	

	(4) 処理能力
	入口ガス：[　] Nm3/h
	

	(5) 総合出力
	約[　]kW（参考）
	

	(6) 運転圧力
	約0.9MPa
	

	(7) 電源
	動力：400V×[　]Hz×3φ
制御：100V×[　]Hz×1φ
	

	(8) 数量
	[　]基
	


３．構造概要

　約0.9MPaまで昇圧した消化ガスを吸収塔に供給し、高圧水と接触させ、所定のガス成分まで処理する。また消化ガス圧縮機、吸収塔、減圧・脱気塔、除湿器、給水ポンプ及び付帯機器等より構成される。
４．製作条件

（１）各部は運転圧力及び熱応力に対し十分な強度を有し、かつ、耐食性にも優れるものとする。
（２）未処理の消化ガスと高圧水を効率よく接触させ、消化ガス中の不純物を効率よく除去するものである。
（３）ガス事業法に準拠すること。また、可燃性の消化ガスを取り扱う装置であるため、安全性、作業性等についても十分考慮をすること。

（４）危険場所に設置する電動機及び計装品は、設置場所の雰囲気に応じた適切な防爆構造とすること。
（５）本設備はガス性状、量の変動、気候条件の変動等に対応でき、耐腐食性、熱強度等に対応した設備であるとともに、悪臭、過剰な騒音・振動の発生がなく、信頼性が高く、十分な処理能力、安全性能を有し、安定的かつ安全に運転できる設備であること。
（６）消化槽の圧力が一定となるよう処理ガス量の制御が可能であること。

（７）故障時、停電時において警報を発信し、安全に自動停止でき、周囲の施設の運転に影響を与えることのない安全性の高い設備であること。

５．各部構造

（１）吸収塔は、下部から圧縮された消化ガスを供給し、上部から供給される高圧水と対向流で接触させる構造とする。また、消化ガスと高圧水を効率よく接触させるために、樹脂製の充填材を内蔵する構造とする。また、充填材は上部から投入し、下部から取り出せる構造とする。

（２）吸収塔は運転水位が確認できるように覗き窓及び液面計を設けるものとする。
（３）減圧塔は0.1～0.4MPa程度に高圧水を減圧する構造とする。
（４）脱気塔は、減圧塔で減圧された不純物の溶け込んだ水を上部から供給し、下部から空気を取り込み対向流で接触させる構造とする。また、不純物の溶け込んだ水と空気を効率よく接触させるために、樹脂製の充填材を内蔵する構造とする。また、充填材は上部から投入し、下部から取り出せる構造とする。
（５）除湿器内吸着剤の自動再生時は、本装置の脱硫工程を停止することなく連続して処理の行える構造とする。また、吸着剤の再生に必要な装置を、本装置内に有する構造とする。

（６）消化ガス圧縮機は水冷式とし、約0.9MPaまで昇圧した消化ガス（硫化水素を含む）によって腐食されない構造とする。

（７）再生ガスヒーターは、除湿器内の吸着剤を再生するため、処理ガスの一部を所定温度まで昇温できる構造とする。

（８）消化ガス圧縮機、吸収塔、減圧・脱気塔、除湿器、給水ポンプは、コモンベース（鋼製）上に設置する。

（９）給水ポンプは、運転圧力約0.9MPaの吸収塔の上部へ高圧水を供給可能な多段ポンプ（回転数制御）とする。
（１０）冷却装置は空冷式とする。冷水の温度がユニット出口で所定の温度に保てるように冷却能力を制御できる構造とすること。また、冷水を直接冷却するものであるため、耐食性を有すること。
（１１）脱気ブロワは、高圧水に溶け込んだ不純物を脱気するために、脱気塔内に空気を供給するものであり、連続運転に耐える堅牢な構造とすること。

（１２）ガス分析計は校正用ボンベを内蔵する構造とし、校正用ボンベの出口には減圧弁を設けること。扉は鋼板折り曲げ構造、内蝶番式とする。また、分析結果は現場指示および外部へ発信できるものとする。
（１３）インバータを有する付属動力制御盤は、高調波対策を行うこと。
６．使用材料
（１）吸収塔




SUS316L相当
（２）減圧・脱気塔



SUS316L相当
（３）除湿器




SUS304相当
（４）消化ガス圧縮機



メーカー標準
（５）再生ガスヒーター


メーカー標準
（６）コモンベース



SS400

（７）吸収塔、脱気塔用充填材


樹脂

（８）機内配管



SUS316L相当
（９）基礎ボルト・ナット


SUS304
（１０）給水ポンプ



メーカー標準
（１１）脱気ブロワ



メーカー標準

（１２）ガス分析計（箱体）


電気設備工事一般仕様書に準拠
（１３）オフガス処理装置


メーカー標準
（１４）活性炭吸着塔



メーカー標準
（１５）各種付属盤



電気設備工事一般仕様書に準拠
７．保護装置

圧力容器構造規格に基づき，塔・器等ガス圧力が設計値以上に上昇する恐れがある箇所に安全装置を設けること。
８．試験・検査

　吸収塔、減圧塔、除湿器は第二種圧力容器として製作管理すること。また、工場では圧力容器に気密漏洩試験を、現地では組立後の圧力容器・配管に気密漏洩試験を行うものとする。その他、関連法令の手続きを含む。

９．保温
　吸収塔、減圧・脱気塔および付属配管は、外気からの熱吸収の低減のために保温すること。また、高温部および管内流体が凍結する恐れのある箇所は保温、ヒーターを施すこと。

１０．塗装

　　メーカー標準塗装

１１．据付

（１）コンクリート製の機械基礎上に設置するものとする。吸収塔、減圧・脱気塔はコモンベースと別に単独の基礎ボルト・ナットにて強固に据え付けるものとする。
（２）本機の据付に当たっては，寸法・設置場所等により，景観法における届出，その他関連法規に基づく所轄官庁への届け出等が必要な場合があることに留意する。
１２．付属品

（１）吸収塔、脱気塔用充填材




1式

（２）脱気塔用フィルター




1台

（３）除湿器用吸着剤





1式

（４）再生ガスヒーター




1式

（５）安全装置





1式

（６）装置運転に必要な計装品




1式

（７）機内配管（各自動弁・手動弁を含む）


1式

（８）基礎ボルト・ナット




1式

（９）消化ガス圧縮機





1式
（１０）給水ポンプ





1台
（１１）冷却装置





1台
（１２）冷水循環ポンプ




1台

（１３）脱気ブロワ





1台

（１４）ガス分析計





1式
（１５）オフガス処理装置（ミストセパレータ含む）

1式
（１６）活性炭吸着塔





1式
（１７）動力制御盤





1式

（１８）監視制御装置（必要な場合）



1式

（１９）現場操作盤





1式

（２０）電磁弁盤





1式

（２１）粉末消火器





1式

１３．その他予備品

（１）吸収塔、脱気塔用充填材




充填量の5%

（２）消化ガス圧縮機（本体）




全台数で1台

（３）除湿器用吸着剤





100%

（４）その他必要なもの




1式

１４．特記事項

　§２　中圧ガスホルダ
１．使用目的

　消化ガス精製装置にて処理した精製ガスを一時貯留するためのものである。
２．仕　様

	項　　目
	仕　　様
	備　　考

	(1) 型　　　式
	円筒形ガスホルダ
	

	(2) 幾何容積
	[　] m3
	

	(3) 主寸法
	φ[　] m×[　] m
	

	(4) 最高使用圧力
	0.97 MPa
	

	(5) 設計温度
	－10～50℃
	

	(6) 数量
	　　[　]基
	


３．構造概要

　本ガスホルダは、消化ガス精製装置の運転圧力（0.9MPa）を有効に利用できるものとして中圧ガスホルダとする。ガスホルダ本体、点検歩廊類、安全弁、緊急遮断弁（ガス入口／出口）、貯留量を圧力・温度補正するための各種計装品等により構成される。
４．製作条件

構造等は下記関連法規・規格に基づくこと。
（１）ガス事業法の規定に基づく「ガス工作物の技術上の基準を定める省令」及び「ガス工作物の技術上の基準の細目を定める告示」に適合する工作物とすること。
（２）第二種圧力容器として製作し，労働安全衛生法に基づく「圧力容器構造規格」に適合すること。
（３）構造・材料等はJIS B8265「圧力容器の構造－一般事項」に準拠すること。 
５．各部構造
（１）本ガスホルダは、可燃性ガスを中圧で貯留するため，鋼板製溶接構造，かつ完全気密構造とする。
（２）本ガスホルダは、耐候性、耐風性、耐震性等に対する安全を十分に考慮しなければならない。
（３）ガス出入口座，安全弁座，計装品座等必要な座を設けること。
（４）本ホルダーの細部構造は、鋼板製の円筒形ガスタンク、支柱、ガス出入管、安全弁及びタラップ等による。

（５）本ガスホルダ内に凝縮水が発生し場合に排出できるよう、ドレン装置を設けること。
（６）本ガスホルダ内のガス圧力を表示するため、常時監視可能な直読式圧力計及び圧力伝送器を設置すること。

（７）建築基準法に基づく避雷設備の設置が必要となる場合は，JIS A4201「建築物等の雷保護」に準拠した避雷設備の据付・接地までを本設備で行うこと。
（８）地震時のガス漏えいを防ぐため，ガス入口／出口には元弁に加え緊急遮断弁を設けること。緊急遮断弁の駆動装置はCO2ガス作動方式等、停電時においても確実に動作するものとする。また、緊急遮断弁の操作盤を付属すること。感震器は必要により本ガスホルダに付属させる、もしくは施設内に設置した感震器からの信号を受信すること。
（９）安全に点検を行えるよう歩廊、階段／梯子、手摺等を設けること。

（１０）危険場所に設置する計装品は、設置場所の雰囲気に応じ適切な防爆構造とすること。
６．使用材料

（１）ガスホルダ本体


JIS 圧力容器用鋼板 相当
（２）各種座



JIS 圧力配管用炭素鋼鋼管 相当
（３）架台・歩廊類



SS400相当
７．保護装置

（１）ガスホルダ内部の圧力を最高使用圧力以下に保持することができる安全弁を具備すること。また，2重保護（安全弁2個／基）とする。
（２）ガス入口／出口に緊急遮断弁を設置し，地震を検知した場合に自動で遮断する。また，その他非常時に手動操作にて遮断する機能を有すること。
８．試験・検査

　圧力容器構造規格等にしたがい試験・検査を行うこと。また，労働安全衛生法等該当する関連法規に基づく手続き・検定受検を行うこと。
９．塗装

機械設備工事一般仕様書に準拠する。
１０．据付

（１）土木工事で施工した所定の基礎上に基準の公差内で正確に組立て，基礎ボルトにより堅固に取付ける。
（２）本ガスホルダの設置に当たっては、寸法・設置場所等により，建築基準法に基づく手続き、景観法における届出，その他関連法規に基づく所轄官庁への届け出等が必要な場合があることに留意する。また、ガス事業法に基づく設備設置（変更）報告が必要となる。
１１．他工事との区分

（１）基礎工事は土木工事とするが、一部はつり、孔部の復旧は本工事とする。

（２）別途電気設備工事との区分は機器の据付まで本工事とし、電気設備との取合いは、機器の端子渡しとし、それ以降の配線（一次側）接続は電気工事とする。

１２．付属品（１基につき）
（１）安全弁



２個
（２）ガス入口ノズル及びバルブ

１個

（３）ガス出口ノズル及びバルブ

１個

（４）ドレンノズル及びドレンバルブ

２個

（５）接地極取付座



１式

（６）現場指示圧力計


１式

（７）温度指示計



１式

（８）基礎ボルト・ナット


１式

（９）緊急遮断弁（ガス入口／出口）

各２個

（１０）避雷設備（必要な場合）

１式

（１１）緊急遮断弁操作盤


１式
（１２）感震器（必要な場合）

１式
（１３）粉末消火器


　　　　１式
１３．特記事項
